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１
ＮＰＯとは



○「Non-Profit Organization」の略称で、

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、

収益を分配することを目的としない団体の総称

○ＮＰＯは法人格の有無を問わず、

様々な分野（福祉、教育・文化、環境、まちづくり、国際協力など）で、

社会のニーズに応える重要な役割を果たしている

１ ＮＰＯとは 4



２
ＮＰＯが抱える課題と

県の取組状況



課題 課題の主な内容 議論を踏まえた県の取組

人材

・人材不足

・人材育成

・ボランティアをしたい人と

団体のマッチング

・ＮＰＯの組織マネジメント向上や運営基盤強化を図るための研修

（スキルアップ、効率化、後継者育成等）

・若者にＮＰＯの活動を知ってもらうためのインターンシップ

財源
・運営基盤が不安定な団体が多い

・運営基盤強化のための資金不足

・ＮＰＯの組織マネジメント向上や運営基盤強化を図るための研修

（寄附獲得、クラウドファンディング等）

・ＮＰＯ活動に対する補助

・復興支援及び被災者支援の取組

・地域課題を解決するための取組

ガバナンス ・労務・会計システムの整備
・ＮＰＯの組織マネジメント向上や運営基盤強化を図るための研修

（組織運営、経営改善等）

これまでの審議会で、ＮＰＯが抱える課題として
「人材・財源・ガバナンス」について議論

２ ＮＰＯが抱える課題と県の取組状況 6



・スタッフ確保

・スキルアップ

人 材

・寄附獲得

・経費削減（効率化）

財 源

「財源」は今後ますます大きな課題に…

依然として「人材・財源」は特に課題※

※ＮＰＯ活動交流センターアンケート結果より

２ ＮＰＯが抱える課題と県の取組状況

・人材の課題解決のためにも財源が必要

・ＮＰＯを対象とする国の復興支援及び被災者支援事業が令和７年度で終了
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３
課題解決に向けた

方策案



① 資金・寄附獲得のために有効な方策

② どんな方策があればＮＰＯに

協力（寄附・ボランティア）しやすいか

御意見を頂きたい内容

３ 課題解決に向けた方策案 9

資金を得たい側からの視点

協力する側からの視点



主体 方策案

ＮＰＯ

① 協力（寄附・ボランティア）を得るためのＰＲ等

② 民間（公益財団法人）・国等の助成金活用、県等からの委託事業

③ 認定ＮＰＯ法人の認定取得

④ 休眠預金等活用制度による助成金活用

⑤ 事業活動による資金調達

県
・

市町村

① 協力・連携につなげるため、住民・企業等に対してＮＰＯをＰＲ

② 資金・寄附獲得、効率化のための研修強化

③ 認定ＮＰＯ法人の認定取得支援

④ 寄附文化の醸成と受け皿整備

資金・寄附獲得のために

３ 課題解決に向けた方策案 10



３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ①…ＮＰＯが自ら取り組む内容

協力（寄附・ボランティア）を得るためのＰＲ等
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協力を得るためには、存在意義を示し、共感や信頼を得ることや、
協力しやすい機会や選択肢づくりなどが必要であることから、
以下のようなＰＲ等が特に重要

○ ブランディング
（ウェブサイト、ブログ、ＳＮＳ等）

○ クラウドファンディング

○ 資金管理や資金集めのルール整理

など



協力（寄附・ボランティア）を得るためのＰＲ等

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ①…ＮＰＯが自ら取り組む内容

【ブランディングの例】

ウェブサイト ウェブサイト

ブログ

YouTube
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認定ＮＰＯ法人もりねこ（盛岡市）



３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ①…ＮＰＯが自ら取り組む内容

○ 支援を検討する人が知りたいことが明確

（ビジョン、解決したい社会課題、活動内容、ストーリー、求めている支援内容など）

○ ブログやＳＮＳ等による発信（見つけてもらえる）

○ 様々な寄附方法

○ デザインの統一（イメージ作り）

など

協力（寄附・ボランティア）を得るためのＰＲ等
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【クラウドファンディングによる資金調達の例】

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ①…ＮＰＯが自ら取り組む内容

認定ＮＰＯ法人もりねこ（盛岡市）

○「保護ねこカフェのリニューアル」を行うために実施

○ 目標金額500万円に対し、

677名から約1,087万円の支援を集めることに成功

認定ＮＰＯ法人桜ライン311（陸前高田市）

○「震災の教訓を未来に伝える看板を設置」するために実施

○ 目標金額310万円に対し、

273人から約368万円の支援を集めることに成功

協力（寄附・ボランティア）を得るためのＰＲ等
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達 成 率

約118％

達 成 率

約217％



民間（公益財団法人）・国等の助成金活用、県等からの委託事業

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ②…ＮＰＯが自ら取り組む内容

子ども支援、障がい者支援、環境保護、文化財保護など
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岩手県NPO活動交流センターウェブサイト



○ ＮＰＯ法人への寄附を促すことにより、ＮＰＯ法人の活動を支援するための制度

○ 所轄庁に申請 基準を満たせば認定（現在県内で23法人）

○ メリット 税制上の優遇措置 など

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ③…ＮＰＯが自ら取り組む内容

認定ＮＰＯ法人に
個人が寄附した場合 寄附金控除（所得控除）

法人が寄附した場合 一定の範囲内で損金算入

認定ＮＰＯ法人の認定取得

・運営組織及び経理が適切であること

・事業活動の内容が適切であること など
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休眠預金活用制度による助成金活用

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ④…ＮＰＯが自ら取り組む内容

10年間出し入れのない預金を、

社会課題解決のための公益活動を行うNPOなどの事業資金として助成する制度
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【実行団体の例】

いわて連携復興センター（北上市、R1～）

活動内容

○自然災害に対応するため、
行政・NPO・社会福祉協議会の連携確立

○支援現場における
専門的な知識をもつ人材の育成、
ボランティア活動人材の創出



【例】

３ 課題解決に向けた方策案 ＮＰＯ⑤…ＮＰＯが自ら取り組む内容

認定NPO法人 遠野山・里・暮らしネットワーク（遠野市）

○ 法人の目的
「資源を生かした都市住民との交流の深化と移住の促進」
「伝統文化・芸能・技術・技芸の伝承と進化と応用」
「里地・里山における循環的な生活スタイルの再興と実践」を柱に事業を行い、
社会全体の利益の増進に寄与する

○ 事業収益額（令和５年度）

約２千万円

○ 事業収益の主な内訳
・遠野ドライビングスクール連携事業 約200万円

グリーン・ツーリズム型自動車合宿免許教習
（乗馬体験、そばうち、染め物など）

・遠野民泊協会運営事業 約160万円
体験・体験型の教育旅行受け入れ
（農作業、牛の世話、わら細工、ホタル観賞など）

事業活動による資金調達
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住民・企業等に対してＮＰＯをＰＲ

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村①…県が取り組んでいる内容

目的
○ 県民・ＮＰＯ・企業それぞれの立場からの

市民活動参加の推進
○ ＮＰＯ活動への信頼向上

内容
○ ＮＰＯの活動紹介
○ 企業や行政との連携事例紹介

など

周知方法
○ 県・岩手県ＮＰＯ活動交流センターウェブサイト掲載
○ 公共施設、文化施設、学校等で配布

いわてのＮＰＯ・ボランティア活動情報誌パイン（岩手県）
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住民・企業等に対してＮＰＯをＰＲ

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村①…市が取り組んでいる例

目的
○ 団体と市民をつなぐ

内容
○ 各団体の活動内容
○ 協力募集・連携希望の有無

（会員・スタッフ募集や企業・自治体との連携希望）
など

周知方法
○ 市ウェブサイト・広報掲載
○ 公共施設、商業施設等で配布

市民活動団体ガイドブック（花巻市）
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まちづくりマッチングフェア

住民・企業等に対してＮＰＯをＰＲ

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村①…市が取り組んでいる例

北上市

○ 令和５年度開始（24団体参加）

○ 企業・市民活動団体・行政などが活動を
紹介しあい、協働を目指して情報交換

○ マッチング実現
（ひきこもりサポート団体×プログラミング教室）

まちづくりコラボアワード

○ 今年度（２月）初開催

○ 市民投票を行い、協働事例を褒章

○ 地域課題解決の機運醸成
協働によるまちづくりの意識醸成
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※ 研修に出席できなくても、必要な時に資料等を見られるようにする

【例】申し込みにより資料提供等

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村②…県・市町村として取組が考えられる内容

考え方・準備 方法 ブラッシュアップ

・考え方、意識すること

・計画、ルール策定

・体制整備

・各実施方法の特徴

第２回 クラウドファンディング

第３回 物品寄附獲得

第４回 企業からの寄附獲得・連携

第５回 効率化（DX）

・実績分析

・検証・改善

第１回 第６回

資金・寄附獲得、効率化のための研修強化
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【例】体系的・段階的に研修実施
これまでは単発的なテーマで研修を実施していたが、

今後は資金・寄附獲得の考え方から具体的な実施方法等まで、一連の流れで体系的・段階的に研修実施



現在の取組

○ 認定ＮＰＯ法人専門員による相談対応

○ 研修、ＮＰＯ情報誌における案内

など

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村③…県が取り組んでいる内容

認定NPO法人の認定取得支援
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○ ＮＰＯ法人数に占める認定ＮＰＯ法人の割合は
全国１位（令和６年12月時点4.1％）

○ 今後もニーズを取り入れながら支援を実施



○ 毎年12月の１ケ月間、全国規模で行われる啓発キャンペーン

○ 目的
一人ひとりがこの機会に寄付について考えたり、
実際に寄付してみたり、
寄付月間についてソーシャルメディアで広げたりすることや、
寄付を受ける側が寄付者に感謝して、
きちんと寄付の使い道を報告することが進むきっかけにする

○ 民間非営利組織、企業、大学、行政、国際機関などが推進委員会を形成

○ 都道府県としては、千葉県、愛知県、高知県などが賛同パートナーとして参画し、
協働まちづくりセミナーの開催等を通じて寄附への関心向上、行動するきっかけづくりに取り組んでいる

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村④…県・市町村として取組が考えられる内容

寄付月間への参画

寄附文化の醸成と受け皿整備
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○ 寄附者はＮＰＯ等の団体を指定し、
ふるさと納税の仕組みを使って寄附

○ 寄附金のうち、手数料等（寄附額の5％）を
除いた金額（寄付額の95％）を
翌年度に団体に交付

○ 令和２年度開始、現在８団体登録

○ 令和５年度寄附実績６万３千円

３ 課題解決に向けた方策案 県・市町村④…市が取り組んでいる例

団体を指定可能なふるさと納税（釜石市）

寄附文化の醸成と受け皿整備
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※ 都道府県としては山形県、鳥取県、佐賀県などで実施

県 登録団体数 寄附実績

山形県 17 約2,700万円（令和４年）

鳥取県 45 約950万円(令和５年度)

佐賀県 117 約7億2,000万円(令和４年度)

山形県はふるさと納税の仕組みを使わない寄附。各県ウェブサイト（R7.1.8時点）より。


